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「行政不服審査制度検討会 中間取りまとめ」に関する意見について 
 
 

                   内 閣 府 
 
以下の点について、最終報告までに整理されることが必要と考える。 

 
【提出部局：情報公開・個人情報保護審査会事務局】 
１ 行政機関の長又は独立行政法人等が行う不開示決定等に対して、行政不服審査法によ

る不服申立てがあったとき、原則として情報公開・個人情報保護審査会（以下「当審査

会」という。）に諮問が義務づけられている。 
中間取りまとめは、第７―３―(１)で第三者機関に諮問を義務づける場合として、ア

及びイを掲げているが、行政機関の長又は独立行政法人等が行う不開示決定等は、ア及

びイのいずれにも該当しないように思われる。 
法律で第三者機関に諮問を義務づけている場合については、例えばア又はイとは別に

ウの類型を新設する等により、手当てすることが必要である。 
 
２ 中間取りまとめは、第３―２で審査庁に審査請求手続に係る標準審理期間の設定・公

表に努めるものとしているが、第７の第三者機関の諮問を受けてから答申までの調査審

議期間には言及していない。 
当審査会の適正な運営の確保の観点から、第三者機関の調査審議期間について、例え

ば審査庁の設定する標準審理期間には算入されないこととし、第三者機関において別に

標準調査審議期間を定めるものとする等により、手当てすることが必要である。 
 
３ 中間取りまとめは、第７―２で第三者機関に諮問する場合でも、審理手続については

審理担当官が主宰することが適切と考えられるとしているが、ここでいう主宰の意味が

明らかではない。 
当審査会は、その権限行使の独立性を確保するため、法律で事務処理のための事務局

が設置されている。審理担当官が当審査会の事務処理を行うことはできないと考えられ

ることから、例えば法律で事務局が設置されている場合には、第三者機関の事務処理は

行わないものとする等により、手当てすることが必要である。 
 
４ 当審査会は、法律・運営規則等により、調査審議手続を定めている。 

中間取りまとめは、第三者機関の調査審議手続に関する詳細が明らかではないが、中

間取りまとめに記述されている大枠だけを定めて、それ以外の事項は第三者機関に委ね

るものとする等により、手当てすることが必要である。 
 



情報公開・個人情報保護審査会（※）における諮問・答申の状況 

（※平成１７年３月３１日までは情報公開審査会）  

 

１ 諮問・答申件数 

○情報公開（①）                         （単位：件）   

年度 諮問件数 答申件数 取下件数 

１３   ３７４   １７７   ４ 

１４   ７０９   ５４０  １０ 

１５   ９２７   ８１８  ３３ 

１６   ７７４   ７２０  ３６ 

１７   ７０７   ７１２  ３５ 

１８   ６１４   ５７４  ２２ 

計 ４，１０５ ３，５４１ １４０ 

※平成１８年度末の未済事件：４２４件   

○個人情報保護（②）                       （単位：件）   

年度 諮問件数 答申件数 取下件数 

１７    ４２    １１   １ 

１８    ９９    ６０   ４ 

計   １４１    ７１   ５ 

※平成１８年度末の未済事件：６５件   
 

○総計（①＋②）                         （単位：件）   

年度 諮問件数 答申件数 取下件数 

１３   ３７４   １７７   ４ 

１４   ７０９   ５４０  １０ 

１５   ９２７   ８１８  ３３ 

１６   ７７４   ７２０  ３６ 

１７   ７４９   ７２３  ３６ 

１８   ７１３   ６３４  ２６ 

計 ４，２４６ ３，６１２ １４５ 

※平成１８年度末の未済事件：４８９件   
 

 

２ 答申の結果 

○平成１３～１８年度 

 情報公開 個人情報保護 

諮問庁の判断を妥当としたもの ６７．８％ ７１．８％ 

諮問庁の判断を妥当でないとしたもの  ５．１％  ８．５％ 

諮問庁の判断を一部妥当でないとしたもの ２７．２％ １９．７％ 
    （注）個人情報保護については，法施行が平成 17 年度のため，平成 17 年度及び 18 年度のみの数値。 

 



（参考）行政機関・独立行政法人等に対する開示請求の状況（※会計検査院分は除く。） 

 

種別      年度 １３ １４ １５ １６ １７ 

開示請求 48,455 件 65,399 件 79,116 件 93,609 件 83,059 件

開示決定等 44,590 件 63,759 件 74,306 件 83,513 件 78,942 件

 うち全部開示 25,112 件 41,965 件 50,184 件 58,995 件 55,395 件

   部分開示 14,421 件 18,609 件 21,067 件 21,351 件 19,473 件

   不開示 5,057 件 3,185 件 3,055 件 3,167 件 4,074 件

不服申立て 1,349 件 954 件 1,222 件 1,491 件 860 件

  ※不服申立件数（平成１３～１７年度）：５，８７６件  

＊上記の外、個人情報保護法制に基づく不服申立て件数：９３件 

＊＊両者の合計：５，９６９件 

 
 


